「議員定数・議員報酬・政務活動費」の見直しに関する
ご意見を募集（パブリックコメント）します。
山形市議会　議会改革検討委員会


1　意見募集期間 
平成26年２月18日（火）～ 平成26年３月３日（月）までの14日間
２　意見を提出できる方 
・市内に住所のある方
・市内の事務所または事業所に勤務する方
・市内の学校に通学する方
３　意見の提出方法 

ご意見は、上記期間内必着で、最終ページにある意見記入様式またはこれに準じた任意の様式により、議会事務局（市役所３階）にご持参いただくか、郵送、ＦＡＸまたはＥメールでお送りください。（様式は議会ホームページからダウンロードすることができます。）
（１）　郵送先　〒990-8540 山形市旅篭町二丁目３番25号
　　　　　　　　　　　　　　　山形市議会事務局　議事課あて
（２）　ＦＡＸ　０２３－６４１－９１６０
（３）　Ｅメール　giji@city.yamagata-yamagata.lg.jp　
４　お問い合わせ先 
山形市議会事務局　議事課（山形市役所３階）
電話　０２３－６４２－８４０４（直通）


· 議員に退職金はありません。また、議員年金制度は平成23年に廃止となりました。
· これまでの検討経過 　　
１　議会改革検討委員会の設置
　山形市議会では、議会改革に向けた検討・協議を目的として、平成23年11月に議会改革検討委員会（委員10人）を設置し、初めに議会基本条例に関する協議を行い、同条例を制定しました。その後、平成25年５月からは、議員定数・議員報酬・政務活動費に関することについて協議を行っております。

２　委員会の取り組み状況と各会派の主な意見
平成25年５月以降、24回の委員会を開催しました。その中において、情報収集（人口が20万人～30万人の類似都市の状況）や議会・議員に対する市民意識の聴取方法などを主な議題として協議を重ね、平成25年11月には、市民アンケートを実施しました。（アンケートには157件の回答が寄せられ、結果は市議会ホームページで公表しています。）

また同月には、４つの会派から議員定数・議員報酬・政務活動費に関する見直し案が示されました。その際に出された主な意見の要旨は次のとおりです。
（１）全体的な考え方
　・行政が財政の健全化に取り組んでいる中、山形市議会としても議会基本条例の考え方に基づいた中で、市の行財政改革に協力し、独自に議会費の削減に取り組んでいくべきである。
　・執行機関と議会との二元代表制のもと、議会の機能が低下することのないように留意すべ
きである。
（２）議員定数について
　　・４つの常任委員会の活動を中心に考え、１委員会で議論に必要な人数を７人とし、そこに常任委員会に所属しない議長を加えた２９人とすべきである。
　・１委員会で議論に必要な人数を８人とし、そこに常任委員会に所属しない議長を加えた　３３人とすべきである。
　・人口20万人～30万人の類似都市の定数平均が３２人であることや、県内の状況も参考としたい。
　・多様な意見の尊重と議会活性化の観点から、現行の定数３５人から削減すべきではない。
（３）議員報酬について
　　・今後、議会改革を進めていく中で議員活動に支障が出ないように現行の５％を減額すべきである。
　　・類似都市との比較や財政健全化に協力するため、月額５万円を減額すべきである。
　　・議員定数・議員報酬・政務活動費を合わせて、現行より定数５人分の削減を目指し、月額５万円を減額すべきである。
　　・議会の説明員として議員と相対している市の部長職の給与や手当等を参考とし、月額　　10万円を減額すべきである。
（４）政務活動費について
　　・使途基準は明確にされており、使用しなかった政務活動費は返還していることから、現行通りの金額でよい。
・議員定数・議員報酬を合わせた全体の削減額を考慮し、月額２万円を減額すべきである。

　　・議員定数・議員報酬・政務活動費を合わせて、現行より定数５人分の削減を目指し、　　　　月額４万円を減額すべきである。
　　・市民のために役立つように使うことで市民の理解を得られることや、使用しなかった政務活動費は返還していることからも減額する必要はない。
３　見直し案の決定
　各会派から見直し案や意見が出された後も、互いに合意を目指して協議が行われました。協議では、二元代表制における議会の機能を低下させることなく、議会としても市の行財政改革に協力し独自に議会費の削減に取り組んでいくことを共通認識としながら、最終的に、議会改革検討委員会三役（委員長、副委員長、事務局長）から、各会派の考え方やこれまでの議論の経過等を尊重した見直し案が提示され、協議をした結果、議会改革検討委員全員の同意を得て、見直し案を決定しました。
意見記入様式

「議員定数・議員報酬・政務活動費」の見直し案に関する意見

	氏名（必須）


	℡（必須）

　　　　　　　　（　　　　　）

	住所（必須）

	· 住所が市外の方のみご記入ください（住所が市外の方は必須）

通勤先又は通学先の名称　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　　 その所在地　　　　　　　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	職業（任意）
	
	性別（任意）
どちらかに○を付けてください。
	男性　　　　女性

	年齢（任意）
	　　　　　　　　歳
	E-mail（任意）　　　　　　　　　　　　
	　　　　　　＠


	見直し案の該当箇所
※どの部分か分かるように記載してください。
	ご　意　見

	＜記入例＞

○○について

	＜記入例＞

○○について～～～～～～となっているが、×××を考えると◇◇◇◇◇◇とすべきではないのか。

	足りない場合は、別紙を添付してください。


◎提出期限　　平成２６年３月３日（月）必着
◎意見の提出先及び提出方法、問い合わせ先

①意見の提出先　　山形市議会事務局　議事課（山形市役所３階）
②提出方法　　次のいずれかの方法により提出してください。

・持参

　・郵送　〒990-8540　山形市旅篭町二丁目３番２５号　山形市議会事務局　議事課　行

・ＦＡＸ　　０２３―６４１－９１６０
・Ｅメール　　giji@city.yamagata-yamagata.lg.jp
　③問い合わせ先　同課　電話　０２３－６４２－８４０４（直通）
●意見募集結果の公表の際には、ご意見の内容以外（住所、氏名など）は公表しません。
議員定数・議員報酬・政務活動費の見直し案








山形市議会では、市民の皆様の負託と期待に応えるため、これまでも積極的な議会活動を行ってまいりました。平成25年4月からは、山形市議会としての基本的なあり方を規定した山形市議会基本条例が施行され、これまでの取り組みに加え、議会報告会の実施、議案に対する態度の公表、請願者・陳情者の意見陳述、一般質問における一括質問・一括答弁方式と一問一答方式の選択制の導入など、より活発で開かれた議会活動になるよう取り組んでいます。


現在、議会改革検討委員会において、議会基本条例で定められた考え方に基づき、議員定数・議員報酬・政務活動費の見直しに向け協議を行っておりますが、その見直し案について、皆様のご意見をお聞かせくださいますようお願いします。








〈 見直し案 〉　　　


１　議員定数について


　　　現行の３５人から２人削減して、３３人とする。





２　議員報酬について


　　　表のとおり削減する。


�
現行（月額）�
削減額�
改定案（月額）�
�
議　長�
770,000円�
30,000円�
740,000円�
�
副議長�
720,000円�
30,000円�
690,000円�
�
議　員�
670,000円�
30,000円�
640,000円�
�



３　政務活動費について


　　　月額を現行の120,000円から20,000円削減して、月額100,000円とする。





※　適用は、次回改選時（平成27年5月予定）からとする。





※　適用は、次回改選時（平成27年5月予定）からとする。








